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平成２６年第１回幸田町議会定例会会議録（第４号） 

────────────────────────────────────────────────── 

 議事日程 

  平成２６年３月１１日（火曜日）午前９時００分開議 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 第２号議案 幸田町災害派遣手当の支給に関する条例の一部改正について 

     第３号議案 幸田町公益的法人等への職員の派遣に関する条例の一部改正につい 

           て 

     第４号議案 幸田町職員の給与に関する条例の一部改正について 

     第５号議案 幸田町消防長及び消防署長の資格を定める条例の制定について 

     第６号議案 幸田町手数料徴収条例の一部改正について 

     第７号議案 幸田町社会教育委員に関する条例の一部改正について 

     第８号議案 幸田町青少年問題協議会条例の一部改正について 

     第９号議案 幸田町法定外公共用物の管理に関する条例の一部改正について 

     第10号議案 幸田町道路占用料条例の一部改正について 

     第11号議案 幸田町河川占用料等条例の一部改正について 

     第12号議案 幸田町地区計画の区域内における建築物制限条例の一部改正につい 

           て 

     第13号議案 幸田町都市公園条例の一部改正について 

     第14号議案 幸田町下水道条例等の一部改正について 

     第15号議案 町道路線の認定及び廃止について 

     第23号議案 平成２６年度幸田町一般会計予算 

     第24号議案 平成２６年度幸田町土地取得特別会計予算 

     第25号議案 平成２６年度幸田町国民健康保険特別会計予算 

     第26号議案 平成２６年度幸田町後期高齢者医療特別会計予算 

     第27号議案 平成２６年度幸田町介護保険特別会計予算 

     第28号議案 平成２６年度幸田町駅前土地区画整理事業特別会計予算 

     第29号議案 平成２６年度幸田町農業集落排水事業特別会計予算 

     第30号議案 平成２６年度幸田町下水道事業特別会計予算 

     第31号議案 平成２６年度幸田町水道事業会計予算 

日程第３ 予算特別委員会の設置について 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した案件 

  議事日程のとおり 

────────────────────────────── 

    出席議員（１６名） 

  １番 中 根 秋 男 君  ２番 杉 浦 あきら君  ３番 志 賀 恒 男 君 

  ４番 鈴 木 雅 史 君  ５番 中 根 久 治 君  ６番 都 築 一 三 君 

  ７番 池 田 久 男 君  ８番 酒 向 弘 康 君  ９番 水 野千代子 君 
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  10番 夏 目 一 成 君  11番 笹 野 康 男 君  12番 内 田  等 君 

  13番 丸山千代子 君  14番 伊 藤 宗 次 君  15番 浅 井 武 光 君 

  16番 大 嶽  弘 君 

    欠席議員（０名） 

────────────────────────────── 

  地方自治法第１２１条の規定により説明のため会議に出席した者の職氏名 

町 長 大須賀一誠 君 副 町 長 成 瀬  敦 君

企 画 部 長 兼
人事秘書課長

大 竹 広 行 君 総 務 部 長 小 野 浩 史 君

住民こども部長 桐 戸 博 康 君 健康福祉部長 鈴 木  司 君

環境経済部長 山 本 幸 一 君 建 設 部 長 近 藤  学 君

住民こども部次長兼
こ ど も 課 長

児 玉 幸 彦 君
会計管理者兼
出 納 室 長

小 山 信 之 君

教 育 長 小 野 伸 之 君 教 育 部 長 春日井輝彦 君

消 防 長 山 本 正 義 君
消 防 次 長 兼
予防防災課長

齋 藤 正 敏 君

────────────────────────────── 

  職務のため議場に出席した議会事務局職氏名 

   事 務 局 長 山 本 忠 志 君 

────────────────────────────── 

○議長（大嶽 弘君） 皆さん、おはようございます。 

   早朝より、御審議、御苦労さまです。 

   ただいまの出席議員は１６名であります。定足数に達しておりますから、これより本

日の会議を開きます。 

                             開議 午前 ９時００分 

○議長（大嶽 弘君） 本日、説明のため出席を求めた者は、理事者１４名であります。 

   議事日程は、お手元に配付のとおりでありますから、御了承願います。 

────────────────────────────── 

  日程第１ 

○議長（大嶽 弘君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

   会議規則第１２０条の規定により、本日の会議録署名議員を、２番 杉浦あきら君、

３番 志賀恒男君の両名を指名します。 

──────────────○─────────────── 

  日程第２ 

○議長（大嶽 弘君） 第２議案から第１５号議案までの１４件と第２３号議案から第３１

号議案までの９件を一括議題とします。 

   説明は終わっておりますので、これより質疑を行います。 

   質疑の方法は、議案番号順に従い、通告順とします。 

   発言は、会議規則第５５条及び第５６条の規定により、１議題につき１５分以内とし、

質疑の回数制限は行いません。 
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   理事者の答弁時間の制限はありませんが、議員の発言時間制限にかんがみ、簡明なる

答弁をお願いします。 

   ３月１０日の本会議で第２４号議案までの質疑は終わっております。 

   よって本日は、第２５号議案に係る質疑から行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 国民健康保険特別会計の平成２６年度でありますけれども、この

予算編成に当たっては１％増としているということでありました。そこで、平成２６年

度は２.７％の増となっており、この加入世帯の世帯数と加入者の見込み数をお聞きす

るものでありますけれども、予算に盛り込んだ世帯数と加入者見込みをお答えいただき

たいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 平成２６年度の国民健康保険税の世帯数と加入者というこ

とであります。その前に、２５年度の今現在の見込みをちょっとお話しをしたほうがい

いと思いますので御説明申し上げますと、２５年度の世帯数で４,７７２世帯、加入者

数で８,８３５名であります。今までの経過から見まして、ほぼ世帯数で１％程度上が

っておるということで、平成２６年度の見込みとして４,８５０世帯、加入者数で９,１

００名ということで見込んでおります。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今回は前年度の６,０００万円の繰り入れにプラスをして２,００

０万円をプラスし、そして８,０００万円の繰り入れをするということで説明がありま

した。そこで１人当たり、１世帯当たりの額についてお聞きしたいというふうに思いま

す。 

   次に限度額でございますけれども、国のほうでは国保法を改正し、そして現行で言え

ば、限度額に医療分を２万円そして介護分を２万円、合わせて４万円を引き上げるとい

うことでありますが、幸田町にあっては、これはまだ取り入れられていないわけであり

ますけれども、現在の限度額を超える対象人数についてお答えがいただきたいと思いま

す。 

   また、資料要求としていたしました軽減制度について出していただきましたけれども、

これは、この資料の内容で言えば、新しく平成２６年度から変わる法定減免、この減免

制度に基づいた内容で試算されたのかどうか、その点についてあわせてお聞きしたいと

思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） まず、１点目の繰り入れの関係でございます。一般会計か

らの繰り入れにつきましては、法定分と法定外分というものがあるわけですが、その法

定外分の繰り入れにつきましては、福祉の補給分であったりとか財政支援分として繰り

入れをし、総額で１億５,１００万円とするものであります。その中の財政支援分とし

まして前年度６,０００万円ということで繰り入れをしておりましたが、この保険税等

を下げる、引き上げを抑制するための支援分として行っておるものを２,０００万円追
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加し、８,０００万円ということにさせていただきました。この増によります法定外の

繰入金、この総額の被保険者の１人当たりの額でありますけれども１万６,５９３円、

１世帯当たりでは３万１,１３４円となります。ちなみに、今までは県の水準になかな

か達していなかったというところでありますけれども、これは平成２４年度の県の平均

値１万６,５１７円というのがあるわけですが、やっとここに追いついてきたかなとい

うことで考えております。 

   それから、限度額の関係につきましては、先ほど委員がおっしゃられましたように、

まだ法制度がしてありませんけれども、今期分で２万円、介護分で２万円の限度額が引

き上げられ、今まで総額７７万円であった限度額が８１万円になるということでありま

す。対象者につきましては、これは平成２５年度の現在の保険者の方の試算でしかござ

いませんけれども、世帯数、見込みでありますが医療分で１１５世帯、後期分では１１

０世帯、介護分では３９世帯ということになっております。 

   それから、もう一点、提出させていただきました軽減世帯の見込みの関係でございま

すけれども、これにつきましても７割、５割、２割の軽減があるわけですが、この中の

５割と２割について税制改正がされまして、改正されるという見込みで今試算しており

まして、２５年度現在での数字の中での方たちがそのまま移行したとしたらということ

で出させていただいたその対象者数ということでございます。そのほうでよろしくお願

いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） ですから、限度額が８１万円になるわけでありますが、この予算

ではその限度額の引き上げ分を見込んだ予算になっているのかどうなのかということで

ありますが、その点についてお答えいただきたいと思います。 

   次に、平成２５年度の人数をそのまま移行した形の中で軽減を図ったよということで、

５割、２割軽減について言えば、それを盛り込む内容になっているということでありま

す。ですから、あわせて新年度予算についての国の改正に基づいて全て盛り込んだ内容

になっているのかどうなのか、あわせて答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） ８１万円になる見込みで、当初予算は組んでございます。

それから、この２割、５割、７割の関係につきましても、これは見込みでありますけれ

ども、税制改正は多分もうじきには法改正されると思いますけれども、それも見込んだ

形での当初予算を計上させていただいておるということでございますので、よろしくお

願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） そうしますと、新年度予算につきましては、限度額も４万円引き

上げられる。これは、それぞれ限度額が違うわけでありますので、先ほど聞きましたよ

うに、世帯もまちまちというふうになっているわけでありますが、しかしながら、限度

額があわせて引き上がる世帯について言えば、総額４万円も引き上がるわけでありまし

て、これではますます高くて払えない国保税というふうになってしまうのではないかと

いうふうに思うわけでありますが、そうした点で収納率は９３％を見込むということに
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なっております。どんどんこれでは滞納もふえ、国保会計が成り立たなくなっていく、

こういう構図が出てくるわけであります。そういう中で、今回の２,０００万円の繰り

入れでプラスをした、合わせて８,０００万円にしたという、このいきさつは限度額の

引き上げ等による増収分も見込み、そしてその分を補う形の中で財政支援という形で措

置がとられたのか、あわせてお聞きしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 確かにおっしゃられるとおり、限度額が引き上げられます

と、当然その方たちの負担は多くなるということでございます。一方、また２割、５割

の軽減の関係につきましては、当然その方たちに対する軽減率が上がってくるというこ

とでございますので、対象者がふえてくるということでございます。２６年度の当初予

算の積算をする中で、２,０００万円を増しようということで今回予定させていただい

ておるわけですが、これにつきましては保険料のもちろん抑制の関係もございますけれ

ども、まだ幸田町についてはどうしても法定外繰り入れの関係では、県下の中では非常

に低いという状況もあるということも含めまして、先ほど言われる限度額を上げた分の

対応ということだけには限らず、そういった繰り入れの関係につきましては、なるべく

県のほうの平均値みたいなところに合わせる形での対応ということで財政当局にお願い

をし、今回増額をさせていただいたというところでございますので、よろしくお願いい

たします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今回の予算説明に当たっては、限度額の引き上げ等や、あるいは

５割、２割軽減の対象者が拡大されたと、そういう中の説明はございませんでした。そ

こで、この軽減の対象者の引き上げ、これが現制度による対象者と拡大されたことによ

ってふえる対象者、これは現行、平成２５年度の数字でないと出ないというふうに思い

ますので、拡大によってその引き上がった人数というのはそれぞれ何人か、あわせて答

弁がいただけたらと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 説明をさせていただいたときに、実際には法制度がまだ定

まっておりませんでしたので、その分については説明をさせていただかなかったという

ことであります。今回の提出させていただきました資料の中で軽減世帯、軽減額が書い

てあるわけですが、平成２５年度の現行のままの数値と、それから新しいところでござ

いますが、現行の制度の数値というのは、実は申しわけございません、私はちょっと承

知しておりません。ただ、前年度の対比をちょっとしてありますので、現在２５年度で

ありますが、軽減世帯数で申し上げますと、実際には医療分が１,９６２世帯あるわけ

ですが、後期介護につきましても基本的にはその中の方に含まれておるということで、

医療分だけでちょっと申し上げますと、７割軽減分で１３５名の方がプラス、５割軽減

では２４９名がプラス、２割軽減では７９名がプラスと、合わせて４６３名の方がふえ

ておると、全体では３０％程度が増ということでございます。金額につきましても総額

で１,７００万円ほどふえておるということの数値を承知しておりますので、よろしく

お願いいたします。 
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○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今回の対象世帯の拡大につきましては５割、２割軽減であります。

ところが、７割軽減がふえているということは、これは制度改正によるものではなくて、

所得が減少してきている、いわゆる住民が厳しい立場に置かれている、こういうことの

反映で法定減免の拡大が行われた、法定減免の対象者になったということになるわけで

ありますが、そうした厳しい状況に置かれているということを指摘して終わりたいと思

います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 今の質疑等がありまして、結局税がどんどんどんどんその負担がふ

えてくる。片や減免制度が充実といっていいかどうかはともかくとしていって、対象が

拡大されてくる。そうしたときに、法定の範囲内で減免をする。しかも、その内容が極

めて幸田の場合狭いというような形で、従来から指摘もしてまいりました。昨年の１２

月に一般質問で、公私の扶助の基本的な考え方は何なのかということと、各種の減免制

度の中に公私の扶助を受けるものというものをきちんと位置づけて、そして町税が中心

になるわけですが、町税以外にも国保税を含めた税にかかわって統一的にその公私の扶

助を確立すべきだということを指摘してまいりました。その段階での答弁は検討し何と

かしましょうかといいますか、そういうレベルであったわけであります。その後、どう

いうふうに検討されてきたのか、まず答弁を求めたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 法定減免の関係の公私の扶助ということでございます。１

２月議会の中でも町税の関係、国保税の関係で御質問いただいたということは承知して

おります。公私の扶助につきましては委員のほうから御教授いただきまして、ある局長

の答弁の中の言葉をお聞きし、実は私も初めて知ったところでございますが、国保税の

関係につきましての今の考え方としましては、当然そういった生活保護も含めましてさ

まざまなそういった公私の扶助を受けておられる、その部分について減免の対象になる

よということでございますが、その国保税の関係につきましては、生活保護につきまし

ては、これは実際には課税の対象から、まず被保険者から外れるということがございま

すし、福祉の関係では障害者であり、母子医療の関係の条例の中で減免制度を設けてお

るということで、若干町税のほうとは課税客体が違うのかなということもございますけ

れども、そういった中でそういった公私の扶助の関係も含めた形で対応がされておると

いうことで理解しておりますので、現行の制度のままで何とかお願いしたいということ

になっております。よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 先ほど申し上げたように、基本的には町税の減免制度が中心になっ

てくる。その町税の関係、町税というよりも町民税と固定資産税、その関係が中心にな

ってその内容を受けて、それぞれの関係部局がそのことに対する右に倣えとは言いませ

んが、それを中心にという点で今幸田町の減免制度が運用されてる。しかし、現実の問
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題として、ここは総務の関係じゃないし、一般会計の関係はもう終わりました。しかし、

内容的には一般会計にかかわる町民税の関係のことが中心になってくる。そうした点で

１２月の議会でもそういう調整を図りますよと、全体的に縦割りの中で、あっちがやる

けどこっちはないという形が一つは問題ですよということも指摘してまいりました。そ

れともう一つは、各種減免制度は申請が前提ですよと、申請の場合は申請する側がその

制度を熟知するなり、熟知しなくてもおおよそこのぐらいじゃないかというものがない

と、これは申請がなかなか進まない。ですから、申請というのはまず行政の側が知らせ

ることだと。つまり、知らせて、知って、申請をする、そういう取り組みが極めて不十

分、申請をしないのが悪いんだと。申請しない側としては制度があるかもわからんとい

う形の中で生かされていないという問題を含めて、じゃあ、これを幸田町という一つの

自治体の中で、どういうふうにこれを統一的な形の中で運用しながら、申請が前提では

ありますけども、申請ができるような環境をどう整備するかという点ではどういうふう

な検討をされてまいりましたか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 先回の１２月議会が終わってから、これは町税ともそうい

ったところについては一部話をしたところがございます。町税のほうでは検討しておら

れる最中だということは今伺っておるわけですけれども、その内容について、まだ最終

的な調整というのはさせていただいてないのが現状でございます。国保税の関係につき

ましては、こちらのほうの側のことについては、一応こういった方針でということはお

示しをしてあるというところでございますけれども、町税のほうでまたそういったとこ

ろについてはさらに検討されどうされるか、最終的には調整していきたいなというふう

には考えております。 

   それから、住民にお知らせをするという、これは私も実はそう思うわけでして、なか

なか周知下手というのが、これは行政の常かもしれませんけれども、お知らせしておる

つもりなんですがなかなか行き渡らない、もしくは受け入れていただいてないのかもし

れませんが、事あるたびにその減免申請についてはしていただくような通知を差し上げ

ておるところでもありますし、申請の関係で私どもが状況的に把握させていただいた内

容の中では、こちらのほうから個々にお知らせしながら、減免申請の手続をしていただ

くような御案内を差し上げ、対応させていただいておるというところでございます。さ

らなる周知というのは当然必要かと思いますので、事あるごとにまた、周知のほうにつ

いては徹底していきたいなというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 全国的にもつい最近の新聞報道もありますが、結局国保税がどんど

んどんどん引き上がってくるという中で、今回も限度額が引き上げられるという中で、

結局行政側としてはこうした減免制度を知らせるということよりも、手っ取り早い話ね、

全部差し押さえしちゃえという形の中で、国保税の差し押さえが今急増しておるという

内容があります。平成２４年度、全国的には２４万件、合計で９００億円差し押さえを

した、幸田町もね。払えなかったら自分の家屋敷を売っ払って、借家に住んで滞納分払
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えよという議論が、議会の中で議員がしゃあしゃあと言うと。そういう今の町の状況の

ときにお説のとおりでございますと、自分の家屋敷に住んで滞納するのはとんでもない

話だといって差し押さえを強行する。差し押さえがあって当然だというような状況があ

るということも事実。ふえてきておりますよね、差し押さえの件数。これはまた、あし

たの特別委員会の総務関係でふれるつもりでおります。国保に限って言うならば、国保

にかかわる減免の規定が、うちは条例があります。じゃあ、条例の中で減免の事由、ど

ういうことを理由にするかという点で、一つのデータ的には１番から９番までそれぞれ

の項目がございます。これを全部言ってると時間がなくなるわけですが。ただ、そうし

た中で幸田町は病気による減免の対象がない。低所得者には減免の規定があるけれども、

こういうリーマンショックも含めて、あるいはリーマンショック以降、派遣社員あるい

は派遣の従業員がぽこぽこぽこぽこ切られてくる。そうしたときに失業する、収入減を

する。失業前は幸田の場合はあるわけです。収入減の場合は、その対象にはしてない。

それは今は生活保護の対象になっとると、読み方次第ですわ、これは。今の規定でいく

と、町税に持たれておりますけれども、生活保護をどうするのかといっていったら、固

定資産税にかかわる公私の扶助を受けるものという規定しかない。だから、固定資産税

以外の税目では、この生保にかかわる問題については、国保の減免規定の中にはありま

せん。そのほか特別な事情があるもの、この特別な事情があるものというのは、行政が

どれだけしんしゃくをするのか、裁量の幅がある。これは結構ほかの自治体も含めて、

そういう自治体としての裁量を持ってるわけです。それは何かといったら、結局制度を

生かすも殺すも政治次第、行政次第ですよと。言い方が悪いですが、行政の胸先三寸で

状況を判断しながら、さまざまな該当する項目には当てはまらないけれども、やっぱり

特別な事情がありとして減免をする。こういう減免事由の中で規定を設けてる自治体も

結構あります。そうした点でいきますと、減免制度そのものは一応あります。あります

けども、内容的に極めて不十分だし、町民税、その中の個人町民税、固定資産税、これ

は都市計画税とセットになってるわけですが、それと介護保険、あるいはこの国保とい

うものが一体的に連動した形の中で運営されていないという点でいけば、私はさらにき

ちっと統一的なものをつくっていくべきだと。そうやっていかないと結局差し押さえを

することが前提ですよと、滞納イコール差し押さえ、保険証の取り上げは短期に切りか

えるという形の中で対応することがいいかどうか。少なくとも日本の医療保険制度とい

うのは国民介護保険だと。さまざまな事情があるけれども、一番下支えになっているの

は国民健康保険。その国民健康保険で、幸田町はいろいろあって資格証の発行はしてお

りません。これはいいことだと思う。しかし、１カ月、３カ月、６カ月という短期の保

健証が命を脅かすような状況に置かれてるという点での認識もきちっととっていただき

たい。幾つか申し上げましたけども、要は、横断的にきちっとされるということと、も

う一つは県下の状況についてはあなた方自身もよく承知の上だと。その中で、県下の中

でも多くの自治体が減免事由に挙げてる、その中でも先ほど申し上げた幾つかの項目に

ついては、幸田町はやっておりません。そうしたことも含めてどう充実するのか、この

点について答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 
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○健康福祉部長（鈴木 司君） 私も以前、議会の関係の委員の質問にもいろんな関係では

お聞きしたところもあります。減免の関係の例えば病気、例えば退職についてどう対応

するかというところについては、その時々でお答えさせていただいておると思いますけ

れども、基本的にまずここから国保税の課税をさせていただく場合には、制度の中の規

定を用いて課税をさせていただくということ以外にはまず方法はないと。その後の状況

に応じて、それぞれの対応をさせていただくということにつきましては、個々の方々の

家庭の事情等々もさまざまでございます。そういった場合につきましては、個々に御相

談申し上げ、その時々に今いろんな形で対応させていただいているというふうには理解

しておるわけですが、差し押さえにつきましても、何でもかんでも差し押さえをしろと

いうことではなく、当然御相談申し上げ、住民の方々の御理解を得ながら、その中であ

る一定の方たちにつきましては差し押さえというようなことを対応させていただいてい

るというふうに、私は理解しております。何にしましても、そういった方々の御意見、

御相談については当然これからも応じていくつもりでございますし、無理こうやっこう、

何でもかんでも取ってしまえ、差し押さえてしまえというふうなことをするつもりはご

ざいません。減免制度につきましては、当然さまざまな市町村でいろんな制度を持って

おみえになるところもございます。幸田町が特に低いというわけでもございませんし、

またずば抜けていいというわけではないということは承知しております。一度近隣の市

町村の状況も見ながら、その辺についてはさらに一つ研究をしていきたいなというふう

に思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 要は、さらに内容的には充実していただきたいということと、これ

は税法上の関係で、換価の関係が来年度から新しく取り組みの内容が変わってきます。

あとは、それは税務関係ということで、あしたの中でその換価の関係も含めてやってま

いります。ただ、そうしたときに、じゃあ来年度の愛知県の国保にかかわる補助金の関

係はどういうふうに変わってくるのか。ここでいきますと、県の補助金が７０万円が３

５万円、半額になってるわけですよね。県の関係は大村県政が１期目は反自民という形

で１５５万ですかな、県の知事選挙では最高の得票を挙げたと。だけど、もう来年の２

月の県知事選挙になったら自民党にすり寄って、自民党からよいしょして知事に出てく

ると。そういう中でどういうふうに進めてきたのかといったら、大型開発最優先という

形の中で県民の福祉や医療にかかわる補助金やら、県の果たすべき役割がどんどんどん

どんなくなった。じゃあ、国保はどうなるのかという点が今新聞で一部出てましたけれ

ども、国保にかかわる県の補助金というのはどういうふうに変わってまいりますか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 県の出資金につきましては、これは総額でございますけれ

ども、対前年度比で１１.２％の増ということで、国保については増減は当然ございま

すけれども１１.２％の増ということで承知しております。これが多いかどうか、少な

いかどうかというのはちょっと検証してございませんので、申しわけございませんがよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 
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○14番（伊藤宗次君） そうしますと、トータル的にはその予算の関係を書いてます予算書

の１９６ページですよね。違いますか。予算書は持ってきとらん。 

○議長（大嶽 弘君） 答弁を求めます。 

   健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 県の関係につきましては１９６、１９７ページでございま

す。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 今あなたの言われた対前年の関係でいきますと、１１.２％の前年

比増といいますが、前年比増に該当する費目という点からいきますと共同事業交付金、

これがある。これが１,０００万。あとはみんな三角ですよね。あとは全部三角。財政

調整交付金が若干ね、２,０００万ほど、こういうものをトータル的に含めて県の補助

金という形で考えておられるのかどうなのか、あわせて答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今、私が１１.２％と申し上げましたのは県支出金トータ

ルでの話でございます。国保の関係につきましては、先ほど申し上げましたように減で

あったり増であったりということで、共同事業の関係につきましては当然減であります

し、財政調整交付金の関係につきましては増ということになっております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第２５号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第２６号議案の質疑を行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 後期高齢者医療制度におきましては２年ごとの保険料の引き上げ

でありますが、来年度、平成２６年度はこの２年ごとの引き上げの年になるわけであり

まして、そういう中で資料要求をいたしました軽減措置の対象別人数を出していただき

ましたが、今回のこの中で、夫婦２人のモデル世帯、これは広域連合が出しているモデ

ル世帯に基づいての人数でございます。その人数で見ましても、２割軽減以降、年金が

２６０万の夫婦世帯の場合は増額になってしまうという、軽減がきかないというように

なるわけでありまして、この今回の引き上げ、見直しが９割軽減でも夫婦合わせて４０

０円。それから、また２割軽減でも夫婦合わせて７,５００円の引き上げがなされるわ

けであります。年間保険料にしてまいりますと１４万９,７００円と、これは２割軽減

におきますと、年金収入が２３８万円で１４万９,７００円もの医療費負担をしなけれ

ばならないということで、７５歳以上の高齢者にとってはますます負担がきつくなる、

こういうようなことがモデル試算のケースからも伺えるわけでありますが、その点につ

いてどう見られるかということであります。 

   また、幸田町の滞納者数が前年度で言えば、１１人ということで、滞納もふえてきて

いる中でとても払いきれないということが伺えるのではなかろうかというふうに思うわ

けでありますが、そうしたこの後期高齢者医療制度はものを含んでいるということが言

えるかというふうに思います。そうした点で、この人数についてどう見られるかという
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ことでありますが、いかがでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 後期高齢の平成２６、２７年度の保険料につきましては、

所属割で９％、均等割で４万５,７６１円ということで、アップされたということでご

ざいます。この要因につきましては、これは連合のほうで継承しておみえになると思い

ますけれども、保険料が増加する理由の一つとしては当然医療費が伸びておること、そ

れから、高齢者の人口が増加した、１０.５１％から１０.７３％に増加したということ

で御説明を受けておるわけですが、これにつきましてはこの医療費等の伸びによりまし

て、それぞれの保険者の方たちの保険料で賄う部分、当然国、県、町につきましても負

担しておるわけですけれども、恐らくそういったところに対しての御負担をお願いする

しかないんであろうということで考えております。ただ、保険料の増加を抑えるための

方策も当然考えておみえになりまして、剰余金であったりとか基金の活用で今回はその

増加分については抑えられたということで伺っております。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 限度額も国保に倣って引き上げられたということでありますが、

限度額については幾らかお答えがいただきたいと思います。 

   それから、負担増を抑えるために基金の繰り入れをされたということでありますが、

連合の予算でいきますと、さらなる基金の積み立てというものも含んでおるということ

を報道もされているわけでありますけれども、その点についてはいかがかということで

あります。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 限度額につきましても、２６年度から５５万円であったも

のが５７万円に膨らんできたということでございます。 

   基金の繰り入れの関係のことにつきましては、申しわけございません、ちょっと数字

が出てきませんので、後ほどまたお答えさせていただきます。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 愛知県の広域連合におきましては、基金の繰り入れで値上げを抑

えたということでありますが、しかしながら、次の予算ではさらなる基金の積み立てを

予算化しているということで負担増を図ってきたということが言えるかというふうに思

います。そこで幸田町の段階別といいますか、加入者世帯数をまた対象別人数でお聞き

したいというふうに思いますので、次回の予算特別委員会に回したいと思いますので、

その点の御答弁がいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 申しわけございません、基金の関係につきましては、９４

億円の繰り入れをしたということで伺っております。 

   それから、先ほどの段階別の保険者数につきましては、ちょっと数字が、私は出して

るかどうかわかりませんけれども、お出しできることができるのであればお出ししてい

きたいというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 
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   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） ２年に一遍ずつの保険料の見直しという形で、何かそれが制度化さ

れてるわけですが、何かいいようなことを言われてる。大もとからいったら、年齢によ

って医療保険を変えていく、こういう制度そのものがおかしいんですよ。７５歳になっ

たらおまえ早くいってくれと、いってくれるために粗末な医療保険制度になって、後期

高齢者の中にほうり込まれると。この前段は基本的には老人医療保険というその中でや

られて、その負担がどんどんどんどんきつくなるから別立てにして、後期高齢者医療制

度という世界に例を見ない医療保険をつくって、そして年齢によって全部囲い込みをす

る。その中で高齢者がどんどんどんどん粗末な医療と高い保険料負担にあえぐ、これが

今の現状だというふうに指摘ができると思います。そうした中で法定減免といわゆる言

われるところの減免の関係からいけば、９割、８.５割、５割、２割という形になって

おります。また、所得割については５割ということですが、この制度の関係からいった

ら県の制度だ、あるいは国の制度だということですが、それ以外に我が町として軽減の

関係で、公私の扶助という形の中でどういう形で泳げるのか、これは私はあると思うん

だ。先ほど申し上げた均等割にかかわる軽減と、一つは所得割にかかわる軽減、これは

所得割は５割だと。そういう中で細分化をしていく、特に所得割の関係からいったら、

これは私はやれる要素はあるだろうと。結局県が言った、国が言った、それをみんな右

に倣えにして国から市町村まで押しなべて全部同一という内容は、それは一つの制度と

して貫徹されるというのは、それはしょうがない。しかし、それぞれの自治体が国の縛

り、県の縛りの中でしか動けないということになると、私は自治というものが死んでい

くと、そういった点からいけば、少なくともここでいくなら均等割がいいとか悪いとか

いうことを言っとるわけじゃなく、所得割が５割というだけからいくと、その幅という

のは極めて狭いじゃないのと。優遇を含めていくならば、２割、５割、７割というのが

いいか悪いかは別ですが、今の一本立てという５割だけが軽減の対象という所得割の関

係からいったら、そういうのをふやしていくという選択肢、あるいは政策的なものはお

考えなのかどうなのか。それは基本的には公私の扶助だと、こういう形の中できちっと

位置づけていくという点からいけば抵抗あると思うんだ。抵抗あるけどもやったら勝ち

という言い方はいかんですが、どこかで何かを突破口にするときには常に矢面に立つ、

矢面に立つことによっていろんな風当たりはある。あるけれども、それはどこの自治体

とかそういうところにすっと広がっていけば、それはやがて制度となってくるというこ

とも含めて、そういう政策なり選択肢については、お考えがあるかどうか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 委員がおっしゃられるとおり、高齢の制度の中におきまし

ては、これは県下同一の制度の中で取り組みがされ、なかなか市町村独自の上乗せ等の

規定についてはないというのが、これは実態でございます。今言われるとおり、当然そ

ういった公私の扶助といっていいかどうかわかりませんけれども、こうした軽減制度の

拡充については確かに広域連合の議会の中でも陳情がされ、そういったことについては

議論されておるということは承知しております。先陣を切ってという思い切ったことが
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できるかどうか、これは幸田町ができるかどうかというのは検証したことは基本的には

ございませんけれども、他の市町村につきましても、当然こういった同じ実は課題を抱

えておられると思いますので、ほかの市町村の関係でも当然そういった要望等もされて

おるということも伺っておりますので、そういった中で、県下同一の対応の中でのそう

いった軽減制度の拡充というのは当然要望していきたいなというふうには考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） それはそれとしてね、県下でみんな同じ共通の悩みを持ってるんだ

と、同じ自治体でお互いに力を合わせて県の基準にしていこうじゃないかという取り組

みは、それはそれで結構だと思うし、それはぜひ早目に実現するという点で。もう一つ

は、一点突破で誰かがやっぱりやっていかないかんですよ。これは日本のことわざなん

ですけれども、アリの一穴で堤防が崩れるということが言われております。どこかで誰

かが矢面に立ってその突破口を開くことによって、それが全体のものになってくる、こ

ういう取り組み、あるいは先進的な考え方をしていくということも含めて、これは制度

改正の問題、全体がある。しかし、その取り組みというのは、幸田町が何か先陣を切っ

て跳びはねてるなという批判は受けないはずなんです。先ほどのあなたも答弁されたよ

うに、みんな県下は同じような悩みであり、悠久である。できればそれを統一化して県

の制度の中に生かしていきたい、それは当然だと思うんだ。そういう中での、じゃあ先

陣としての、先陣という言葉に抵抗があるとするなら、やっぱり幸田町における後期高

齢の加入者の生活の実態と制度の不十分さ、それをどうやって改革、改善していくかと

いう取り組みは、私は引き続き進めていただきたいと同時に県下同一の取り組みと歩み

をしたいというのは、それはそれでいいですと先ほども申し上げとる。じゃあ、一点突

破の関係はどうなんだと。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 非常に答弁が難しい御質問でございますが、一点突破とい

いますか、幸田町が先陣を切ってということにつきましては、なかなか今の現状の中で

は、ほかの市町村の関係もございますので難しいのかなというふうな気はしております。

当然機会があればやりたいなあという、これは個人的な思いでございますけれども、そ

ういったことについては当然同一のその制度の中でやはり運用されている、この制度に

ついては現状のままでできればお願いしたいし、先ほど申し上げましたように、それぞ

れの市町村が抱えておみえになる悩みにつきましても、これは同一だと思いますので、

他の市町村ともそういったいわゆる連携をしながら、そういった制度の改革について一

度協議、検討をしていきたいなというふうに思っておりますので、よろしくお願いいた

します。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第２６号議案の質疑を打ち切ります。 

   ここで１０分間休憩とします。 

                             休憩 午前 ９時５２分 

─────────────── 
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                             再開 午前１０時０２分 

○議長（大嶽 弘君） 休憩前に戻し、会議を再開します。 

   次に、第２７号議案の質疑を行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 安倍内閣が消費税増税と社会保障改革路線、これを具体化した医

療・介護の改革法案というものを国会に提出したわけでありますが、そういう中で、ま

た、国は昨年の国会で社会保障解約プログラム法案というのを強行採決をしたわけであ

りまして、医療関係はことしの１０月から、介護保険関係は来年４月から順次施行する

という予定でありますが、こうした中で、社会保障制度改革による幸田町の介護保険に

おける影響とその対応についてお聞きするわけであります。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 社会保障制度の改革による影響と対応ということでござい

ますけれども、先ほど委員がおっしゃられますとおり、この国会におきまして、医療・

介護の総合推進法案が提出されております。この中で、今重立ったものとしましては、

要支援者のサービスの町の事業へのそういった参入であるとかさまざまなものがあるわ

けですけれども、この内容につきまして、これは現状としましては、そういったものが

この切り捨てというような言葉がよくはないわけでございますけれども、そういったも

のが外されるということになれば当然影響はあろうかと思いますけれども、その対応に

つきましては、これは前回の一般質問の中でもお答えしましたとおり、その内容につき

ましては２９年度からの施行ということで、完全移行ということの中で、２６年度の中

で町の介護福祉計画の策定をしていくわけですけれども、その中で取り込められるよう

な形での検討は今後していきたいということでございますので、まだ具体的にどう対応

するというような話については定まってないということでございますので、よろしくお

願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） まだ国では、国会に諮ってこれからということでありますので、

なかなか先が見えてこないというわけでありますので、対応といってもこれからのこと

になろうかというふうに思いますが。そこで、平成２４年度から一般会計からの繰り入

れによる地域支援事業についてお聞きしたいというふうに思います。市町村が行う介護

予防等を支援する地域支援事業交付金が国のほうでは拡充されるわけでありますけれど

も、これが前々から言われておりますように、国の介護保険の関与を市町村の事業に移

して受け皿としていくということでこの地域支援事業が取り組まれているわけでありま

すが、この介護外しの受け皿づくりとなるこの地域支援事業、今予算ではどのように拡

充をされてくるのか、その点について答弁がいただきたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 先ほど申し上げましたように、地域支援事業につきまして

は、今回この国会で法案が制定され２９年度から施行ということでございますので、そ

の関係の部分についての２６年度の予算というのは特別設けてないということで、その
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実施の時期は、これは町で２７年度、２８年度は暫定的にやることは可能だと思います

けれども、最終的にはその時期がいつになるかというところで、予算計上というのはさ

せていただくことになろうかと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 完全施行までまだまだだよということでありますが、しかしなが

ら、本来この介護保険事業の中に組み入れられている地域支援事業というものは、生活

機能低下の人に対する機能強化ということで組まれているわけであります。要するに介

護保険を使わなくても元気に、要介護度が進まないようにするためにその残存機能をい

かに長く持たせられるかということであります。そうした点からしますと、これは今回

の社会保障制度改革によらなくても取り組まなければならないものの一つであるわけで

あります。そうした点で特徴的に言えば、どのように町の事業として強化していくかと

いうことも必要ではなかろうかというふうに思いますが、そうした点で特徴的なものが

あったらお答えがいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 現在の町の事業につきましては、地域支援事業の関係につ

きましては、当然介護養護事業として２次養護の対応とする事業、それから包括的支援

事業の関係で取り組んでおるということでございます。今回の法改正によるものについ

ての中身についてまだ、先ほどからまた繰り返しになりますけれども、今後当然そうい

ったものについてはどう対応していくかというのは、これは考えながら取り組んでいか

なきゃいけないということでございますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） この介護一次予防施策や包括的支援事業につきましても、これは

前年度と比較をするとマイナスになっているわけでありますけれども、そうした点から

町としては、この事業をどのように捉えられておるのかということでありますが、その

点についてはいかがでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 第５期の計画の中で、そういったそれぞれの年次の計画が

されておるわけでございますけれども、その中で当然計画してあります事業、これにつ

いて予算計上させていただいておるというところでございます。実際にはその費用につ

いて必要な経費ということでございますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   以上で、第２７号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第２８号議案の質疑を行います。本件は通告なしであります。 

   以上で、第２８号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第２９号議案の質疑を行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 公営企業会計の導入の準備が今回盛り込まれているわけでありま

すけれども、そのメリット、デメリットについてお答えがいただきたいというふうに思
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います。 

   今回、国のほうにあって言えば、平成２６年度から３年間かけて準備、移行を進める

ということでありますけれども、この公営企業会計の経営の原則というのは独立採算制

の問題であります。そうした点からこの制度が導入されることになりますと、使用料の

負担増加ということにもかかわってくるわけであります。そうしますと、これは下水道

でも同じわけでありますけれども、この点についてメリット、デメリット、この点につ

いてお答えがいただきたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） この下水道の公営企業会計の移行につきましては、国がもとも

と公営企業１３事業の中の水道事業など、既に義務化されているところがございますけ

れども、さらに民間並みの新会計とかそういったものがございますけれども、下水道事

業についても現在の任意からその移行を義務づける方向が今出されようとしてるという

ふうなことでございます。具体的に平成３０年度までにやらなければいけないかという

ことは、これはまだ今国会の中でも上程されてる状態ではないというか、公営企業法の

改正の今準備をしてるという状況でありまして、国のほうの研究会も今行われている状

況であるということでございますが、いずれにしても義務化については避けられない状

況にあるというところで、幸田町としては下水道の建設事業、集落排水は既に終わって

るわけですけども、公共下水も８割以上、８５％整備が終わってるというふうな状況か

らすると、維持・管理が主体の時期に入る、こういった中で公営企業として安定した下

水道サービスを行うために、公営企業会計への移行の準備をこれから３年間をかけて行

っていきたいというふうな考え方でございます。この公営企業会計化につきましては、

そのメリット、デメリットがございます。歳入歳出のみの管理の官公庁会計方式から、

いわゆる建設改良にかかわる収支の資本取引と管理運営にかかわる収支の損益取引を区

分の明確化したり、また現金主義をいわゆる派生主義の経理記帳となるとか、資産の把

握も財産台帳管理からいわゆる減価償却管理というふうな形で移行されると。また、簿

記関係も単式から複式簿記ということで、資産及び経営状況を把握していく。また、出

納整理期間も今は２カ月ございますけどもそういったものもなく、いわゆる決算確定が

早く、経営状況や財務実態が明らかになるというふうな形で、水道会計で既に行ってお

りますのでそういった部分では企業経営的メリットがある反面、デメリットとしては日

常経理という形での複式簿記、専門知識とか、またそういった部分での日常経理事務が

かなりの手間を要すというようなことはもちろんございます。県からもよく言われてご

ざいますけれども、下水道事業は今までは整備一辺倒でいわゆる建設端の仕事を職員が

行っていたものが、これからは維持・管理が主体、しかも経理が経営端の部分の知識も

必要だというようなことでそういった体制が求められてきてるというような状況が、こ

れはデメリットというか課題としてあると。今委員が言われたような独立採算制という

部分からすると、経理の明確化の中でいろんな問題点は出てくると、そういった問題点、

デメリットというか課題を整理、対応しながら進めていくというふうなことを考えてお

ります。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 
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○13番（丸山千代子君） これから３年間かけて準備をしていくよということでありますが、

まずこの平成２６年度予算におきましてはどのような準備をするのか、その点について

お尋ねしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今、この３カ年の計画の中で、大きく４つの３カ年の中で取り

組む内容がございます。それは、まずは基本方針の検討。２つ目が資産の調査、評価。

３つ目が法的化に伴う事務手続の組織体制づくり。最後、４つ目はいわゆるシステム構

築ですね。そういった部分を大きく分けて４つがあるわけですけども、これをまず１つ

目の基本方針の検討ということが法適用の範囲をどうするか、全部適用にするのか一部

適用にするか、そういった面も含めていろんな部分での基本方針を検討するための、ま

だ着手するためのどういった取り組みをしていくかというところがゼロからのスタート

ということになりますので、その部分では新年度につきましては、そういったゼロから

のスタートに向かって方針を決めていくための作業に入っていきたいというふうな流れ

となっております。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） まず基本方針の検討ということでありますけれども、先ほど部長

が言われました、水道事業において企業会計を行ってるからそのようにということであ

ったわけですけれども、今回のこの下水道に当たっては、これは公営企業会計というこ

とで企業会計とは違うわけでありますよね。ですから、その辺の違いというものもある

わけですけれども、具体的にはどのように違いがあるのか、ちょっとその点がよくわか

らない部分でありますので、その点についてお答えいただきたいなというふうに思うわ

けでありますが、この公営企業会計にあっては、民間の企業の手法を用いての会計導入

だということも言われているわけでありますけれども、要するに透明化を図って、そし

てよく見えるようにして、またそれが使用料に反映していくということは、要するに不

足分があれば、これは使用料の値上げが行われるということにもつながりかねません。

その点について、もう少しわかりやすく説明がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 公営企業会計の形になるわけでございますけども、もちろんそ

の下水道という公共性の中での取り組みということで、例えば繰入金とか起債の関係、

これにつきましてもある程度公共性があるという部分でそれらを加味しながら、使用料

の算定ももちろんそういった収益性の中の判断が出てくるわけですけども、かといって

収支が合わないからといって、それが一概に使用料の値上げというふうな形にすぐつな

がるものではないというとこら辺は、ほかの自治体で既に移行されてるところもござい

ますので、そういった部分での情報を把握しながら、なるべくもちろん使用料のそうい

った部分での住民サービスの低下につながるようなことはないように進めていきたいと

いうのが大前提にあるわけですけども、これは見える化することによってその部分がは

っきり見えてくる中でどのように判断していくか、これももちろん議会の御理解をいた

だきながらいろんな面で取り組んでいくことになるかと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 
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○13番（丸山千代子君） 公営企業会計導入についてのメリットというのは、これは要する

に見える化がメリットになるということですか。そうすることによって、例えば今回の

この集排について言えば、これは整備が既に終わっていると、これから維持・管理の部

分に入ってくるということであって、そうしたこれからの整備一辺倒から、集排にあっ

てはですよ、維持・管理のほうに回ってくるからこの辺を見える化したいということで

のことなのか、また下水道にあってはまだまだ拡大が図られているわけでありますが、

それは後ほどといたしまして、その点でのメリットというものが見えてこないわけであ

りますが、その点について今のままではできないのかということであります。その点に

ついてお答えいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 集落排水につきましては、こういう形で１３地区が既に整備が

終わってるという形で、幸田町はいち早くこういった事業に取り組んでいるわけですけ

ども、これを公営企業会計に移行するかどうか、この辺も実は今先ほどの方針の件と、

こういった中でもどこまでの範囲を企業会計にするかというとこら辺も、もちろん来年

度決定するわけじゃないんですけども、そういった部分の今委員が言われるようなメリ

ット、デメリットも含めた部分を検討しながら進めていくということでございまして、

一概に今確実に見える化するからどうのこうのという部分では一概には言えない部分が

ございますけども、今集落排水についてはそういった維持・管理のほうにシフトしてる

という状況でございますので、そういった中でのいわゆる経理の明確化、またその健全

性をしっかり確保するという面でも、この公営企業会計化への動きというのは、法律改

正による義務化も視野に入れながら検討していきたいと考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） この集排事業は農水省が奨励して、全国的にも農村部を中心にして

普及、拡大が図られてきた。幸田町もかなり無理な形の中で、単年度で２地区という形

の中で事業の進展を図ってきた。その関係も含めて一時期の財政負担の増幅という形か

ら、今は先ほど答弁がありましたように維持・管理が中心的な事業だと。こういう中で

集排を導入してる市町村の悩み、そして要求する共通事項というのは結局それぞれの地

域、幸田でいきますと１３地区に集排の処理施設があります。単独でそれぞれが処理場

を持ってるということで極めて効率性が悪いということであります。企業会計をやるこ

とによってメリットやデメリットだといったときに、じゃあそこの視点がないんじゃな

いかと。なぜ全国の集排が共通の要求であり、悩みになっている汚水処理場を単独とい

う形よりも、その市町に下水道があるかないかはいろいろございましょう、しかし下水

道があるならば、そこへの接続をすることによって単独の処理場の負担、維持・管理も

含めて軽減されてくるし、現にやってるところもあります。いろんな条件があります。

いろんな条件があるけれども、集排の水管を下水道の水管に接続して単独の汚水処理場

を設けない、こういうところもあるわけですよ。そうしたときに、そういうものへの移

行について、あるいは県下の動向についてどういうふうに把握してるのか、答弁をいた
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だきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今、この集落排水事業、１３地区で管路の延長が１０６キロご

ざいます。全体で２６７キロですから、約４割ぐらいが集落排水の管路の部分になって

ございます。こういった部分の老朽化とかこの管理部分も含めて、実際にこの１３地区

それぞれの処理場で処理をしているということでございます。そのため効率が非常に悪

いと。実際、例えば１トン当たりの処理原価としても、集落排水は、もうこれは２４年

度の決算統計からの数字でございますけれども、１トン当たりの処理原価が集落排水は

２０３.３円、１トン当たりでございますけれども、公共下水では４９円ということで

５０円弱。いわゆる４倍の処理原価がかかってるというふうな状況でございます。そう

いった面では、何とかその公共下水のほうへ統合してという形での取り組みというのは、

これは長年先輩方もいろんな部分で検討してきてる状況でございます。そういった中で、

今新栄地区のように設置してから、供用開始から３０年近く経過してるという老朽化も

修繕更新が大きくかかわってきてるという中でございます。しかし、長年このように統

合というか公共下水への接続というのを取り組んでおりますけれども、農水省との調整、

国交省との農水省との調整、環境省も含めてですけども、そういった部分での統合とい

うのはなかなか、事業目的が異なるというところから長年の課題となってきておりまし

た。しかし、今は全県下の景気のいわゆる汚水適正化処理構想が２４年の３月に今のも

のがございますけども、そういった中ではいわゆる汚水処理事業間の連携により、効率

的・効果的な事業推進をすべきだというようなことが掲げられておりますし、実は今新

たな処理構想見直しを行っている中で、ことしに入って１月３０日付で、これは農水省

と国土交通省と環境省、３省連名にての各市町村長への通知がきたわけですけれども、

いわゆる３省統一の持続可能な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想の策定マニ

ュアルというのが出されて、今後中期的には１０年間、長期構想では２０から３０年と

いっておりますけども、そういったいわゆる県の全県構想の見直しの中でのそういった

動きがございます。実際、これ今通知がきたところで３月１４日に、今週末ですけども

この構想づくりの説明会があるということを聞いてございます。そういった面では、こ

ういった説明を受けながら、今３省連携してそういう動きが始まってきてるというとこ

ろから、何とか幸田町としては集落排水を先進的に取り組んできたという経過から、ま

た経過年数も長いということからすれば、こういった構想に素早く入っていきたいとい

うふうな考え方を持っております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 結局、早い遅いはそれぞれの自治体によって違います。しかし、単

独で集排事業を取り組んでるところの自治体の共通の悩みというのは今説明もありまし

たし、私も申し上げた。そうした中で３省、いわゆる農水省と国交省と環境省、これが

汚水処理適正化という形の中でマニュアル化をしてということですが、その関係の通知

の関係が３月にきましたよということですが、一つはその通知文については資料として

提出いただきたいということ。それからもう一つは、そういう動きの中でも自治として、

３省が絡んでくるとなかなか縄張りをきかんさすとや、調整が極めて難しいという中で
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も現に集排を設置している自治体の維持・管理、あるいは今答弁ありましたけど、幸田

の場合は管路の老朽化というのは出てくる。管路の老朽化だけじゃなくて汚水処理施設

の老朽化、機能強化という形の中で幸田町も全体的に機能強化を図っていく。こういう

財政負担というのはついて回るわけですよ。ですから、そうしたことも含めていくなら

ば、私は既に実施している、先ほどもあるけれども、自治体で集排の水管を下水管に接

続するという点で、３省の待ちではなくて、３省待ちは３省で進めていただきゃいいん

です。だから、幸田町としてそうしたものについてどういう取り組みをするのか、相手

がやってくれるのを待って眺めてきてるのかと、そういうことなんです。能動的に幸田

町として抱えてるこの問題や悩みを解決する方策というのは、やっぱり先ほど申し上げ

たとおり、単独の処理というのは非常に効率が悪いし、財政負担もあるという中で、下

水道の汚水管への接続については単独でどうするのかと。３省の関係は関係で、またそ

れはそれでいいですわ。そこら辺の答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 国からの通知文が今私の手元にもございますけども、１月３０

日に国から県に出されて、実は県の建設部長、環境部長、農水部長の３部長連名で３月

５日に市町村長へ到着してるということでございますので、この文章につきましては、

議会のほうに要求資料として提出させていただきたいと思っております。また、今言わ

れたこの実際に公共と集落排水の関係につきましては、実際にはかなり地形的な部分で、

ちょっと答弁になるかわかりませんけども、１３地区が全てが公共下水道に接続するの

が妥当なのかどうか、地形的な部分ですね。かなり離れてるところですとなかなか、事

業費とその採算性からしてなかなか難しいではないかということもある。それは今後の

今の検討を早目に行いまして、そういった地形上とか地理的な部分、こういったものも

踏まえながら、県へのそういった構想への位置づけの前提となる幸田町の集落排水の今

の性格部分、こういったものをしっかり分析して、またその効果、こういったものをし

っかり資料としてまとめ上げていけたらということで、もちろん補助金返還とかいろん

な面での負担金、受益の負担金への影響とか、そういった面もないことはないわけでご

ざいますので、そういった部分を今後の国の動き、３省の動きを踏まえて、町としても

しっかり全面的に努力していきたいと考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 資料の提出はいただけるということでございます。ただ、今気にな

るのは、１３地区がすべからく全部下水道に接続することがいいかどうか、費用対効果

だよと。それはあると思うんですよ。しかし、１３地区の置かれている状況は全部違っ

たとしても、その施設そのものはずっと永続するわけですよ。集排から下水に全部切り

かえていくというなら、それは知らんけども。しかし、集排という施設そのものは永続

したときに費用対効果のそろばんをどういうところに基準をおいた、いわゆるどういう

スタンスで眺めていくかというのは、これは非常に問題だと思うんですよね。だから、

そうしたものを費用対効果で、言い方は悪いけどマイナス効果を出そうと思ったら、そ

れは幾らでも操作できる。しかし、施設そのものは永続するものだと。それは、憲法で

保障された健康で、文化的、衛生的なという国民の権利を実現するための集排施設だと
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いう観点がなかったら、そろばん勘定でどうなのかという点でいきますと、私はいかが

なものかなというふうに思います。そうしたことも含めて、私は少なくとも施設がこれ

から永続していくときに３省の取り組み、それはそれでできるだけ早く具体的になるよ

うな進め方をしてほしいと。しかし、それが出てくるまでには相当時間がかかるだろう

と。しかし、その時間がかかってる段階でも幸田町の財政負担というのはついて回るわ

け。そうしたことも含めていくならば、私は単独で含めて、関係市町村との連携もある

かもしれませんが、やっぱり単独で取り組むような形の中で問題をジャッキしていくと

いうことは必要なことだというふうに思います。 

   次に、企業会計の関係に入りますが、この企業会計への導入ということのメリットが

何なのかというのがさっぱりわからんですよ。公営企業化にすると、先ほどのあなたの

答弁でくと、経営が安定しますよと。何でそんな簡単になるの。企業会計だったら経営

が安定化します、経営の内容が見える化になりますよと。それは取ってつけた理由です

よ。言うならば、例えばここに企業会計がありますと、集排も下水もそうですが、資本

金がまずあります。資本金の中には２つある。自己資本金と借入資本金、こういう会計

処理をする。自己資本金というのはまさに自分の資本金。借入資本金といったら、幸田

でいけば集排はあとわずかだな。下水道はかなり持ってる。それの減資は何かといった

ら起債ですよ。借入資本金と、こういう項目で資本金の中の問題を曖昧にする、こうい

う企業会計。 

   それから、もう一つは貸借対照表。この貸借対照表の関係からいったら、それはまあ

どうにでもなりますわ。減価償却と資産評価はどうするかと。これはまさにそろばんで

はじいて、要は貸借対照表というのはバランスシートと言われるように、貸方と借方が

同一になると。同一にするためにはどうするかということの問題。そういう点からいけ

ば、減価償却の関係と資産評価をどうするかということによって幾らでも変わってくる。

幾らでも変わってくるということは、この会計を導入することによって幸田町の集排事

業を赤字体質にすることもできる。黒字体質にもできる。それはなぜか、自己体力がな

いです。自分のこの企業のといってるのは体力はない。基本的には企業会計による、い

わゆる住民にもわかりやすく言えばね、何が財源かといったら使用料だけですよ。使用

料で維持・管理費や起債の償還が賄えるかといったら、賄えていないわけだ。一般会計

から繰り入れをしてバランスを取って住民負担を抑えながら、そして償還をしていく。

こういうのが下水にしても、集排にしても一緒。そうしたときに、なぜ企業会計だった

ら安定化するのか。安定化せえへんですよ。だから、要は企業会計のさまざまな手法を

使って赤字体質をつくるのか、幸田町が抱えてるように、起債を償還する財源さえも使

用料では賄えきれないと。賄えきれないから一般会計からの補填をする。そういう仕組

みの中でどうしていくかということしかないわけ。それが企業会計のメリット、デメリ

ットという形の中でどう位置づけられるのか。官庁の会計がどこに問題があるのかとい

うものをもうちょっと整理しなきゃならんということと、あなたの答弁でいきますと、

まだ法として決まったもんじゃないですよ、国は研究を進めておりますよと。しかし、

いずれは義務化されるだろう。そういう形の中で先走りをしておるのかなというふうに

思う。そうした中で、先ほどの質問の中であなたは答弁してへんだけども、じゃあ義務
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化する、義務化したことによって既にやってるところもありますよというあなたの答弁。

義務化することによってどういう問題が出てくるのか。今申し上げたとおり、内容も含

めて、まずそこら辺から答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今、前半部分のいわゆる起債の残高部分につきましては、集落

排水は今１３億８,０００万程度の起債の残高、また公共下水道は３５億、合わせて４

９億、おおむね５０億の規模の起債があるという中で、そういったものの償還がこれか

らの課題としてあるという中での公営企業会計について、そういった勘定部分の中でい

ろんなやはり見える化をしてくる。これが経営の安定化にすぐつながるかというとそう

ではないというのは、私の言い方がまずかったのかもしれませんけども、安定化を目指

すわけですけども、それが即すなわち安定化するから企業会計という形ではございませ

ん。まず見える化をすることによって何が課題であるか、その辺を見える化していきた

いというふうなことでございます。また、今義務化という形はないと、いわゆる今は任

意の状態であるし、全部法適用するか一部適用かということでございますけども、答弁

になるかどうかはわかりませんけれども、例えば任意で適用してる岡崎市とか豊田市の

状況でございますけれども、こういった岡崎市では適用化したことによって、そういっ

た財政の締めつけ、いわゆる繰入金の関係ですね、こういった面でのかなり厳しい見え

る化になる部分が明確になってきてるとこら辺が課題となっているというようなことは

聞いております。また、豊田市についても同じような形で、それが委員が心配されてる

料金への反映、これが豊田市でも同じような考え方がございますけども、今聞くところ

によると、２５年度がその料金改定見直しのそういった時期ではあるそうですが、据え

置きという形で改定はしないというふうな形で、この公営企業としても、またその中で

の公共性の高いこういった事業についての理解を得ながら行っているということでござ

います。また、今この検討を進める上でそういった、どういった形で公営企業化の移行

をしていくのがいいのか、この辺も検討材料の中に入ってございますので、こういった

ものも調査する中で、また議会の関係にもお諮りしながら進めていきたいと考えており

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） この債務負担行為は今年度を含めてというふうに理解するわけです

が、今年度を含めて２６、２７、２８、この３年間で、債務負担は２７、２８で１,７

３０万ということですが、こういう形の中で進めていっていくということは、もう義務

化のほうは現在研究会でどうするかこうするかということとかも、義務化の関係はこの

次元のサイクルで入ってきますよと。例えば、義務化されたときには経過措置というの

が要るんですよね、どんな場合でも。制度を変えたら法律ができた日から即やれという

ことじゃなくて、経過措置として一定期間が必要。それはどんなふうにみてみえる。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今、経過措置とかそういった部分でどのような義務化がされる

かというのは、我々も把握できていない状況でございます。通常一部適用、財務部分だ

けの適用とか、また全部適用だとか、その部分はまだはっきりしてございません。ただ、
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今幸田町がこれを債務負担で３カ年をかけて取り組むという背景には、まずそういった

動きのある中でどこまでが適用させるべきなのか、その体制も含めた部分、また期間と

かその時期、この辺も検討していく必要があるじゃないかと。また、それを検討する上

ではある程度の先ほど申し上げた資産の調査評価とか手法、そういった部分の検討、そ

ういった財産の部分の調査も含めたところを検討していく中で義務化の範囲がどこまで

か、またその移行期間がどうなのか、こういったものもこの進めていく中で情報を得な

がらその方針を決めていきたいということでございまして、今現在このものがはっきり

わかってるものではございません。ただ、早くこれを２６年度から着手することでそう

いった検討のテーブルに載りながら、幸田町にとってどの手法がいいのかというのを生

み出せるんじゃないかという意味合いを持って、この予算を予定しておるということで

ございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） そうしますと、結局今まではあなたの答弁を聞くと、幸田町が前足

をかいて先走りしてるな、こういう印象でしかない。そうしたときに、その必要性とい

うのはいろいろ言われるけれども、企業会計にしたら経営が安定化するって、いや安定

化を目指しますと。そんなのどうにでもなる。だから、それは基本的に下水もそうです

が、貸借対照表と３条予算、４条予算という仕組みを入れるだろうと。集排に限ってい

けば、４条予算はあってなきのごとくとは言いませんが、それは３条でも十分できる内

容、４条でなければやれないような事業というのはない。そうしたときに、この貸借対

照表と４条予算、３条予算、収益勘定と資本勘定という仕組みの中で泳ごうと思ったら、

どこかに無理が生じる。そうしたときに、その無理をどういうふうに解消していくかと

いったら、住民負担を強めるしかないというのが短絡的な言い方をしますけど、そうい

うふうになってくる。といったときに、じゃあ、今あなたの言われているように２８年

度まで１,７３０万、それは先走りじゃないのか、幸田町が前足をかいてるんじゃない

ですか、この点について説明を。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今、この予算について債務負担で３カ年をかけて取り組んでい

くということで、当然まだ義務化されていない状態でこれに予算審議をしていただくと

いう形であるわけですので、この辺は確かに先行をきって行ってるという状況ではござ

います。ただ、実はもうほかの市町の状況も把握しますと、県下では１３市町だったと

思いますけども、来年度取り組みを始めるというような状況でございます。幸田町とし

ましては、今質問にあったいろんな不明なところをまたどのようにやるかというのがは

っきりしないという中で、この委託をかけながら進めていきたいと。その委託について

は３カ年の債務負担で取り組んでいく、こういったことである程度の技術提案を受けて、

プロポーザル方式というのが妥当ではないかと今考えているわけですけども、その方式

もまた検討の中でこれからやっていくわけですけども、プロポーザル方式で技術提案を

受けて、それからその業務内容を決定して、価格を決定していく形で進めて、３カ年の

契約を進めていきたいというふうな流れになっておりますけども、もちろんこれは今回

の予算化については、特に議会へのお諮りをしてなかったという面がございます。そう
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いった部分では、この発注に当たっても議会へお諮りしながら進めていきたいと思って

いますが、これがおおむね３年程度かかるのが通常の流れということでなってございま

すので、その部分は早目に着手し、これにつきましては実際に先ほども申し上げました

ように、ほかの市町も同じように取り組むということで、失礼しました、１３じゃなく

て１６市町が２６年度で委託予算を計上してるということでございますので、こういっ

た部分、これ全国展開はされるわけですので、各団体によりそれぞれ状況が違う、もち

ろん経営状況が違う、また集落排水がどの程度入ってるかというようなとこら辺もある、

大きなところ小さなところもありますので、こういった委託をかけることを直営でやる

部分はほとんど、方針とかそういうものはもちろん直営ですけども、なかなかシステム

改修までとなると全体的な委託が必要になってくるというところからすると、後手に回

ってしまうとこういったコンサルへの発注部分もなかなか自由度がきかなくなってくる

ということがあるというのも実はこのプランにありまして、早期にこの予算化をお願い

して、着手して、その中で検討して、３カ年である程度の成果を得たもので幸田町にと

って適切な方針を決めていきたいというふうな形で考えてございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第２９号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第３０号議案の質疑を行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 同じく、今度は下水道会計でありますけれども、８５％が下水道

事業が終わってるよということでありますが、しかしながら、幸田町は都市化を進めて

いく区画整理事業を進めていく中でまだまだ区域の拡大ということも出てくるわけであ

ります。そうした点から整備に取り組まなければならない、こういうときにあって、こ

の事業を取り組むためには、一般会計からの繰り入れとあわせて起債対応ということも

考えられるわけでありまして、そういうことからいたしましても、今回のこの企業会計

を導入していく準備が果たしてどうなのかということでございます。先ほどと内容がか

ぶるわけでありますけれども、今回この準備についての、この下水道にあってはどうな

のかという点でお聞きしたいというふうに思います。 

   それから、ほかの自治体の動向ということで、１６市町村が来年度委託方式で取り組

むよということでありますが、既に取り組んでいるところもあります。先ほど言われま

した岡崎市と豊田市の事例を出されましたが、非常に大きな自治体であります。私ども

のような小さな町と違いまして、やはり事業団を持っているところとか、下水道局を持

っているところとかその体制も違うわけでありますが、こうした特別会計を持っている

自治体で、ほかの自治体で既に取り組んできているというところについて、その市町の

名前を挙げていただきたいということと、それから１６市町村が来年取り組む、その市

町村名も明らかにしていただきたいわけであります。 

   そして、また今回この準備に当たってはプロポーザル方式で委託したいということで

ありますが、この業者は何社ぐらいあるのかということでありますが、この点について

もお答えがいただきたい。 
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○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今、下水道事業の中でそういった公会計に取り組むという部分

の１点目の質問でございますけれども、今下水道会計については、実際に繰入金を集排

と合わせて毎年６億から７億を繰り入れているわけでございます。全体で一般会計から

すると、一般会計の繰出金が１２億から１３億だと思いますけども、そういった中で半

分程度が下水道関係の繰出金という形で、これは全国的にもそういった実情になってご

ざいます。それが今全国的な部分で繰出金のシェアが多いというとこら辺が指摘されて

きているというとこら辺から、その義務化という部分も一つの背景にあるのかなとは思

いますが、それだからといってこれを繰り出しを減らしていくとか、そういった部分の

変え方はないわけでございます。これは岡崎とか豊田の状況もそういった部分で公会計

になったからといって、そういった部分での影響はあったというような形ではないと。 

   愛知県下の状況、２点目のものでございますけども、名古屋とか豊橋は地方公営企業

法が適応されたときから既にこの下水道もそういう適応をされているわけですけども、

岡崎市が平成２４年度から、また豊田市が平成２３年度から適応という形であると。安

城市が平成２６年度から幸田町と同じように基礎調査から進めていきたいという形での

計画になってございます。そういった面では愛知県の中で、私の集計ですと１３なんで

すけど先ほど１６と訂正させていただきましたが、この辺の数につきましては確認した

上でその一覧表を、いわゆる来年度取り組む予定と、これは我々が得てる情報というこ

とでございますが、そういった部分でのものを確認した上で提出させていただきたいと

思っております。 

   あと３点目のプロポーザルにつきましては、この方式で行うかどうかというのはもち

ろんこれから検討するわけですけれども、今我々が通常こういった実績のあるところと

いうとなかなかないわけですけども、今うちのほうで考えている企業としましては、７

社ほど一応考えてはいますが、これも、これを聞き取ってどうのこうのという状況では

ございません。我々が予算化する上で、こういった部分が可能性があるかないかという

ところでございます。ただ、これは、これからこういったほかでの実績とか、また幸田

町の規模でこういったスケールのところでの実績またその可能性、こういったものを把

握しながら取り組んでいきたいというふうに考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 先ほど集排の関係でも言いましたように、この公営企業会計への

というものに求められるのは、やはり独立採算制というのが原則であります。そうした

点で、こういう原則ではなくて今部長が言われますのは、やはりこの使用料値上げにつ

ながらない形の中で企業会計を取り入れていくよということを言われたわけであります

が、しかしながら、そういうことが可能なのかということであります。企業会計と違っ

てあくまでも公営という名のもとに行われるわけでありますので、その辺のところはそ

の使用料の値上げがどれぐらいまでになるのかというのは、これはその自治体によって

変わってくるわけであります。しかしながら、そういう原則的な会計方式が求められる

ということは、これは公営企業会計におけるものではないかというふうに思いますので、

今取り入れられていないからといって、そういう使用料値上げに即つながらないよとい
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うことはわからないわけでありますので、断言できないというふうに思うわけでありま

す。そういう関係からやはり下水道というのは、そもそもその日常生活を送る上で基本

的な自治体の取り組みサービスの一つであります。そうした点からすれば、本来ならこ

れは全て住民が納めた税金で拡幅し、そして運営をしていく、そういうものであります

ので、そういう自治体の持つ基礎的なサービスが果たして公営企業会計になじむのかと

いう問題でありますが、その辺のところの考え方をもう少し詳しくわかるように説明が

いただきたい。なぜ、公営企業会計で取り組まなければならないのかと。部長はこれか

ら維持・管理の時代に入ったと、安定した下水道事業を行うためにやっていくよという

ことでありますけれども、その辺のところを、なぜこういうのが今出てきたのかと、そ

の点についてお答えがいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 実際にこの公営企業会計化につきましては、もちろんそれが安

定化にすぐつながるというものではないというとこら辺と、それから繰出金、繰入金の

関係とか、いろんな部分で制約がないということは全くないわけでございまして、これ

は見える化することによって議会の御理解をいただきながら、そういった見直しという

ことも大いにあり得るのではないかと思います。ただ、今の岡崎、豊田の中ではそうい

った部分は見送っているという状況であるということで、当面はそういった部分はない

のかもしれませんが、将来的にはもちろん安定化のために予測されることだと思います。

ただ、それが住民サービスの低下につながらないようにする部分は考えていかなきゃい

けないと思いますし、実際にこれははっきり今の御質問にお答えすることができないん

ですけども、やはりこういった見える化を行うことが、法律改正による義務化の背景に

あるというとこら辺は、これは全国一律でそういった部分での取り組みであるというこ

とでございますので、それに前向きに、いわゆる拒否するではなく前向きに幸田町に合

ったそういった移行の仕方というのを考えていく、知恵を出していくというようなこと

が必要ではないかということで御理解をお願いしたいと思っております。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 特別会計の中には公営企業会計とは違うわけでありますけれども、

同じような似たような取り組み方で住民負担というものが求められているのがあるわけ

であります。それは国保会計それから後期高齢者、そういうものが、企業会計とは違い

ますよ、違いますけれどもほぼこの住民が支払う保険料などによって賄ってくる。後期

高齢者医療について言えば特にそうですよね。保険料によって負担が求められてくる。

加入者がふえればふえる、また医療費が高くなればその分保険料となってふえるわけで

ありまして、今回これも今度は特に公営企業会計ということでありますので、より住民

負担というものが強まる可能性が予測されるわけであります。そこで事前要求資料に出

していただきました下水道使用料、１カ月当たりの両親と子ども２人のモデル世帯での

平均使用料が、これは使用料金だけでいいますと２,３５０円、そして１年間にします

と２万８,２００円という数字が出ておりますけれども、これは水道料金の約７割とい

う形の中で算定されておりますが、これが例えば公営企業会計になるとしたら、この使

用料はどういうような算定のもとでやられるのか、その辺はまだ具体的には決まってな
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いかと思いますけれども、現在取り組まれている例ですね、名古屋市の事例とかそうい

うところではどうなるのかということであります。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今上水道と下水道との比較の部分での使用料の部分でございま

すけれども、これにつきまして、下水道について公営企業会計に移行することによって

どのように使用料がなっていくかというのは、我々もはっきりわかりません。また、ほ

かの地区についてもそれぞれの収支の関係でのもので計算されるものでございますので、

どうしてもその部分は各市町で違うということになると思いますし、もちろん収入でも

って全てを賄うという考え方は今の段階でもなかなか難しい状況でございます。そうい

った面での使用料については、算定の中にそういった政策的な部分も入っておるわけで

ございますので、それを一概に算定をどのように変えていくかというとこら辺のほうに

ついては、今の段階ではお答えするという形ではちょっと不可能でございますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   ここで、１０分間の休憩とします。 

                             休憩 午前１１時０３分 

─────────────── 

                             再開 午前１１時１３分 

○議長（大嶽 弘君） 休憩前に戻し、会議を再開します。 

   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 前の議案もそうでしたが今回の議案でも、どの言葉尻を捉えるわけ

ではないけど、言葉をもてあそんでるなという意味合いが非常に強い。公営企業会計を

導入すると安定化しますよ、安定化を目指しますよと、こういうことですよね。じゃあ、

その裏返しとして現在の官庁会計の集排と下水は不安定だと。不安定だという言葉がい

かんかったら安定性に欠けるということにもなる。だから、公営企業会計を導入するこ

とによって安定化を目指す、安定化すると、こういう組み立てですよね。ですから、じ

ゃあ今の会計はどこに不安定さがあるのか、どういう問題があるのか。そして、その問

題を解決するために企業会計を導入したら安定化しますよと、こういうことですよね。

そこら辺の説明をいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 安定化を目指すという中でのことでございますけれども、実際

に起債の関係とか繰入金の関係、先ほど答弁させていただいたような状況、こういった

ものがある程度の影響がある。ただ、特別会計だからそれが安定していないとかという

部分に捉えられるとなかなか難しいところでございますが、今、先ほどの繰入額の比較

とか、これからの償還のことを考えていく、将来的な持続可能な下水道事業を取り組む

上では、そういった企業会計に移行することが妥当であろうというのが一つの国の考え

方から来てるものでございます。それが、今現在がそれが幸田町にとって問題なのかと

いう部分は、私どもはそういった部分には思っていないわけですけども、今後の将来的
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な流れの中でのことでございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 今どうのこうのという問題じゃなくて、要は現在の会計の処理の仕

方は不安定性がありますよ、企業会計を導入されますと安定化あるいは安定化を目指し

ますよと。その内容は何だといったら起債の償還だと、他会計からの繰り入れの問題だ

と、こういうことに尽きるんですよね。じゃあ、それを具体的にはどういうふうな形の

内容で進めるというふうですか。起債の問題だと、あるいは起債の償還の問題だと、さ

らに他会計からの繰り入れの問題だと。じゃあ、それを突き詰めていくとどういうふう

にこの会計が操作されるのか。会計への影響というのは住民への影響に結びついてくる

わけですから、そこら辺はきちっと言ってください。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） この企業会計の中身について、私どももまだこれから調査、研

究していくわけでございます。そういった中で、いろいろ会計方式の中で何か幸田町に

とって、今の起債の償還繰り入れ、償還の部分が大きいと思いますけども、そういった

ものの経理上の取り扱いの仕方、こんなものをいろいろな考え方を駆使しながらなるべ

く安定化に向かっていく、今現在よりもより安定化に向かっていくような形の試算をし

ていきながら、こういった業務に進めていきたいと考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） ということはあなたの見えてくる今の内容は、結果的には問題は起

債の償還ですよと、繰り入れの問題ですよということですよね。そうしますと、じゃあ

今の会計で何をやってるのかといったら、先ほども申し上げたけれども、２つの会計と

も住民負担の使用料では起債の償還財源さえも出ないと。しかし、そんな企業会計はな

いよと、こういう組み立てですよね。ですから、その償還についての財源は他会計から

の繰り入れによって賄うのは不正常だと、企業会計としてあるべき姿じゃないんだよと

いうところに結論を導いていけば、おのずからその方向性が出てくるし、それは住民負

担の増強ですよ。それが企業会計における安定化を目指すというものの言葉の中身です

ということですが、間違いないですか。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今言われるようないろんな考え方もあるかと思います。また、

持続可能な部分という中では今後の更新に向けてのそういった資産の運用、こういった

部分も当然この企業会計の中で含みながら入れていくということがございますので、総

合的に考えながら取り組んでいきたいと考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） つまり、いろんな考え方があるよ、そりゃあ、あるでしょう。いろ

んな考え方がある中で企業会計を導入するということからいけば、企業会計の本質は何

なのか。独立採算制です。独立採算制が企業会計の大原則と。その中でどういう選択肢

やら考え方があるかという問題だということですよ。それともう一つは、普通会計と一

般的にはいろいろあるけども、こういう今のような下水にしても集排にしてもやってく

と持続可能なことにはならんと、いずれね、顎が出てへたばっちゃうよという論法です
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よね。持続可能という点からいけば、今の会計からいけば持続可能じゃないんだと、安

定性もせんならへんよと。だから、蛇によって企業会計を導入することによって安定し、

持続可能だ。あなたは言葉の遊びばっかり出す。その言葉の遊びの中の中身は何なのか

といったら、自己財源が極めて少ない中で支出をする項目、費用負担が大きい。この費

用負担を他会計から繰り入れをする、あるいは企業債の償還もあるよと。それは基本的

に独立採算制でいくならば、住民が負担してしかるべきだと。つまり受益者負担論だ。

受益者負担論が企業の安定化を図るというところにつながる。ですから、この企業会計

というのは冒頭でも申し上げたとおり、どうにでも操作できて赤字を生み出して、その

赤字の補填のために住民負担をより一層強める。そういう企業会計の方法にするという

ことを、あなたはいろんな違う言い方をするけども、まず安定化をさせることだ、他会

計から繰り入れをすることの問題、起債の償還財源どうするかと。そういうものをきち

っとさせて持続可能な制度にすること。こういうことですよね。そうじゃないですか。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今言われる住民負担いわゆる受益者負担という形が、この企業

会計の中でのいわゆる独立採算制という部分ではそういった部分はいたし方ないかもし

れないんですけども、実際にそういった今の課題について、動きとしては、流れとして

はそういう方向にある中でいかに経理上の部分で駆使しながら、また言葉遊びでという

形で言われてしまうと私も何も言えなくなってしまうんですけども、持続可能なような

安定した部分を目指していく、これは下水道事業として、今幸田町の１万世帯以上のそ

の下水道を維持していく上で、健全にしていきながら進めていきたいという考えのもと

で取り組んでいきたいと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思っております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 企業会計をやったら途端に打ち出の小づち式でどんどんどんどん必

要な財源が生まれてくるなんてことはあらへんわけです。あなたが今言われたように、

持続可能で安定化を目指すのが企業会計ですよといったって、もう選択肢は２つしかな

いんですよ。一つは現行のままの会計処理をするのか、それとも企業会計という独立採

算制を原則とする会計に移行するのか。じゃあ、独立採算制を原則とする企業会計に移

行する、移行することによって持続可能で安定した制度やら会計にするといったら、先

ほど申し上げたように打ち出の小づちがない中でそういう会計をやれば、これから起債

は、今度全部起債はやるでしょう、償還の財源も企業会計でやるでしょう。そうしたと

きに、じゃあどこに求めるのかその財源をということですよね。先ほどあなたが言われ

たように、これを進めることによって見える化だと。これも言葉の遊びです。何をやっ

たら、これをやったら見える化になるのか。じゃあ、今の会計は極めて不透明で黒い霧

がはってるのか。公明正大な会計処理の仕方と。見える化だといったら何が見えていな

いのか、今の会計の中で何が見えてないのか、企業会計をやったら何が見えてくるのか、

明らかにしてくださいよ。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 実際に見える化という中では、企業会計の最初の答弁でさせて

いただいたようなものでございます。例えば、いわゆる資本取引と損益取引との区分を
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明確にするとか、現金主義から発生主義にするとか、いろんな減価償却とかそういった

部分での考え方、これはあえて申し上げることはないと思いますけども、そういった部

分で見える化をすることで企業経営的な発想でこういったものを、いわゆる単年度部分

の予算という部分ではなく、いわゆる継続的な経営状況、こういったものを見える化し

ていくという形が一つの流れとしてあるということであります。これが今までそれがな

かったのかというわけではないわけですけども、今の流れとしてその部分を継続的な、

また将来のそういった更新も含めた、維持・補修とかそういった更新を含めた部分も配

慮しながらいろんな部分で経営の安定化という部分を示していく、そういった会計方式

をこの流れの中で取り組むということでございますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） なかなかね、たらいのふちを回るような議論になってるわけですが、

実際的にこの企業会計を導入すること自身にもう無理があると、今の会計の中でどんな

問題があるのか、どうなのかといったときに見える化ですよと言うけども、じゃあ企業

会計やったら貸借対照表と予定の損益計算書、言ってみればそういうものを出してくる

だけ。我が下水は、あるいは我が集排はどういう資産構想になってるのか。その資産を

どうやって減免なり償却しながらどうやってくか、こうやってくかというだけの問題。

そういう中へ、そういう会計の山の中に入っていって出口は何なのかといったら、こん

な体質じゃいかんから安定した会計なり財務体質にしないかん。一般会計からの繰り入

れは自立した事業会計とは言いにくいと。自立した事業会計でなかったらどうするかと

いったら、起債を借りる。起債を借りると赤字体質ですよと。赤字体質をどうやって解

消するかといったら、打ち出の小づちがないので受益者負担を求めるよと。これが企業

会計の仕組みでしょ。ですから、基本的に打ち出の小づちはない。ない中で自己資金を

どう調達するのか。他会計からの支援を求めないよ、それが安定した財務体質ですよと

いう組み立ての中でいけば、おのずからそういう方向に行くんじゃないですか。それが、

あなたの言うところの見える化だと、こういうところに落ちついていくわけですが、い

かがでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今委員が言われたような考え方、そういった部分も懸念される

というとこら辺は、これも国の中であるわけでございます。そういった部分ではいたし

方ない部分があるかと思いますが、これはあくまでも進めていく中で、幸田町の下水道

事業が持続していくためのそういった部分として血を出しながら取り組んでいきたいと

考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第３０号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第３１号議案の質疑を行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 新会計制度について、お伺いいたします。 
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   今回、平成２６年度の予算より新会計制度による計上がなされているわけであります。

そういう中で、予算書の４００から４０１ページに注記として重要な会計方針に係る事

項に関する注記というものがされているわけでありますが、今回この新会計制度によっ

てどのようなものがあるのかということであります。今回のこの新会計制度におきまし

ては、民間企業会計に近づけて、地方分権にふさわしい経営の自由度を上げることを目

的としたものということで位置づけられておりまして、昭和４１年以来の大きな改正で

あるというふうに言われているわけでありますが、そこのところを詳しく説明がいただ

きたい。 

○議長（大嶽 弘君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（山本幸一君） なかなか詳しく説明するというのが難しいものではあって、

私も勉強したてでございまして理解の度合いがちょっと難しいかと思いますけども、ま

ず初めにこの見直しに当たって見ましては、平成２１年度から地方公共団体の財政の健

全化に移管する法律が全面施行されまして、地方公共団体の財政状況につきましては、

地方公営企業や第三セクターの財務状況を含めて評価されることとなってきております。

その中で地方公共企業の経営状況につきましてはより的確に、よりわかりやすく説明す

ることが求められまして、今回会計制度を、先ほど委員が申された昭和４１年以来の大

きな改正ということに、大きな見直しということになってきたわけでございまして、こ

れは民間企業会計との乖離を埋めるとともに、公営企業会計の透明性の向上を図るもの

ということがうたわれております。これにつきましては、現行の民間企業会計の考え方

を最大限取り入れたものとし、負担区分の原則に基づく一般会計等の負担や国庫補助等

の公的負担の状況を明らかにする必要があるという、地方公営企業の特性を適切に緩和

したものといった基本的な考えに基づいて改正されたと言われております。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） ありがとうございますとしか言いようがないわけでありますが、

しかしながら、今回特徴的なものは３８９ページにありますようにキャッシュフロー計

算書というものもつけなければならないということでありますが、このキャッシュフロ

ー計算書によってどのようになるのか、その点については説明がいただきたいというふ

うに思うわけでありますが、要するにこの新会計制度によって、人口減少化において経

営状況を透明化するということで持続可能な水道サービスを提供し続けるということが

うたってあるわけでありますが、この会計制度がどういうことで経営の自由度が上がる

のかということであります。いわゆる企業会計においては独立採算制ということで、一

般会計からの財政支援というのはほとんどないわけであります。そういう中において、

水道料だけで賄っていかなければならない中におきまして、この辺がどうなるのかとい

うことでありますが、その点についてお答えがいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（山本幸一君） キャッシュフロー計算書が新たにつけられたということで

ございますけども、これにつきましては資金繰りの状況を明確にしまして、経営分析に

しするようキャッシュフローが義務化されたということでございます。損益計算書や貸

借対照表などでわからない資金の動きを示すものでございます。資金収支の状況を示す
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書類でございまして、今回は間接法を採用したと会計をつくった者から聞いております

けれども、会計法は純利益に必要な調整項目を加減して表示する方法で、減価償却費な

ど現金支出を伴わない経費に係る内部保留資金が明示され、経営状況を的確に情報提供

できるということで、これ民間企業でも多く使われているということでございます。 

   次に、先ほど自由度と申されたんですけども、自由度というのがちょっとはっきり意

味がわからなかったものですから、料金の関係でございますけれども、幸田町の水道に

つきましては安心で安全な水の供給ということ、また信頼性の高い環境に配慮した水道

事業を引き続き運営するということで、耐震の関係で重要給水拠点の整備及び永野ポン

プ場の更新等、大きな事業を行ってるわけでございますけれども、これにつきまして近

い将来に水道料金を上げていくというようなことは一切考えておりません。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今回、固定資産の償却制度の見直しなどもこの新会計制度にうた

われているわけでありますが、そういう中で４０１ページの減損損失ということで遊休

資産等の公開等がなされているわけでありますが、それもこの注記の中に含まれる、新

会計制度によってより見える化をしたということにつながるのかということでございま

すが、今までこうしたものが提示されていなかったということからも、そういうのがよ

り明確化になったということなのかどうかということでございます。また、固定資産の

減価償却の方法というものが定額法ということで耐用年数が示されているわけでありま

すが、そういうものがこの新会計制度に盛り込まれているわけでありますが、その点に

ついての今までとの違いというものについて、説明がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（山本幸一君） 減損会計の導入でございますけども、これにつきましては、

固定資産の帳簿価額が実際の収益性や将来の経済的免疫に比べ過大な金額となっている

場合は適正な金額まで減額をするということで、減損会計を導入したわけでございます。

今回につきましては、水道施設として使っていないものについて、坂崎ポンプ場、里加

圧ポンプ場を計上いたしました。これにつきましては、土地の評価と資産としてはある

わけでございますけども、建物等建っておりますのでそれを取り壊した場合ですけれど

も、このような減損損失としてあらわれてくるということでございます。 

   次に、固定資産の減価償却の方法でございますけども、こちらにつきましては注記と

いうことでございまして、地方公営企業の企業法の施行規則に基づき今回挙げさせたも

のの一部ということで御理解願いたいと思います。この関係につきましては、一番の重

要な会計方針にかかる事項に関する注記ということで（１）固定資産の減損評価の方法

から（２）引当金計上方法ずっとこれを書くということになっておりますのでそういう

ことで注記を書かさせていただいているということでございますので、御理解いただき

たいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） ですから、今度の平成２６年度の予算から、このように円滑な移

行が求められるとして挙げられるようになったわけであります。この新会計制度によっ

て具体的にどのように今までの会計と違うのかということでございますが、その点につ



- 33 -

いてわかりやすく説明がいただきたいなと思いますが。 

○議長（大嶽 弘君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（山本幸一君） 一番わかりやすいものとしましては、４０２ページをごら

んいただきたいと思います。４０２ページの下の表でございますけども、２項の営業外

収益の関係で上から５つ目ですか、長期前受金戻入とあります。こちらにつきまして、

前年度ゼロ、本年度につきましては１億円以上の予算計上がされております。また、４

０６ページでございますけども、３項特別損失の減損損失及びその他特別損失の関係に

つきましても前年度予定額ゼロ円でございますけども、本年度予定額として金額が上が

っております。こちらにつきましてでございますけども、引当金の関係もございますけ

ど、まず補助金等に取得した固定資産の減価償却制度でございますけども、４０２ペー

ジの関係でございますけども、これは従来資本に計上されておりました償却資産の取得

に伴いまして、交付された補助金及び負担金は長期前受金として負債に計上した上で減

価償却の見合い分を順次収益化していくということになりまして、これにつきましては

昭和４４年度からの補助金につきまして、ここに戻入ということで入れさせていただい

ております。これについては、別に使えるお金ではありません。以前からの積み上がっ

た補助金がこのようにありますということで示されているものでございます。 

   次に、退職金等引当金の計上です。各種引当金の計上を義務化されたということでご

ざいます。これにつきましては４０６ページでございます。先ほど坂崎ポンプ場と里ポ

ンプ場の減損損失につきまして説明させていただきましたので、その他特別損失につい

て説明させていただきたいと思います。このその他特別損失５,９００万強でございま

すけれども、これにつきましては過年度手当、過年度退職給付引当金等と書いてありま

す。この手当につきましては賞与でございまして、１２月から３月分という４カ月分の

ものが手当として含まれております。また過年度退職給付引当金でございますけれども、

退職給付金につきましては、支払い時に一括計上していた退職給付金でございますけれ

ども、年度末に前職員が退職するものとして仮定した場合に支給すべき退職手当の総額

を今回計上させていただいております。また、その他引当金の中に貸倒引当金というこ

とで未収金の債権のうち回収することが困難と認められる額、以前からの関係から未収

金のうち数パーセントあるわけでございますけれども、あろうというものを貸し倒れに

備えて計上するものでございます。以上が大きく変わった関係でございますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） いろいろ説明いただきましたけれども、要は今までの企業会計と

今度の新会計制度との違いでどこが、変わった点はわかりましたよ、わかりましたけれ

ども、それによるメリットは何なのかということを伺いたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 環境経済部長。 

○環境経済部長（山本幸一君） 改正に伴いまして、民間企業における民間会計企業との差

が埋まってきたということでございますけども、私にとっては民間企業の会計のほうは

熟知しておりませんし、熟知というよりも見たこともありませんのでどのようなものか

わかりませんけども、そのようになってきたということで会計をやってみえる方にとり
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ましてはかなり近づいてきたなということで、公営企業会計が見やすくなったという判

断だと思います。キャッシュフローの計算につきましては、資金繰りがはっきりよくわ

かるということでございます。利益がありまして、今どれだけ金があるから出し入れや

ってくると、最終的に当期一番頭に比べて本年度幾らもうかって、このような動きがあ

ったから今年度末にはこれだけの現金が残るというようなことでございますので、その

ような格好で金の動きがはっきりわかるということでございますので、会計をやってみ

える方にとってはわかりやすい会計で、透明性が出てきたというふうに判断できる会計

になったということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   以上で、第３１号議案の質疑を打ち切ります。 

   これをもって、質疑を終結します。 

   ここで、委員会付託についてお諮りします。 

   ただいま一括議題となっております第２号議案から第１５号議案までの１４件は、会

議規則第３９条の規定により、お手元に配付の議案付託表のとおり、それぞれ所管の常

任委員会に付託します。 

   各常任委員長は、ただいま付託しました議案の審議結果を来る３月２５日までに取り

まとめ、３月２６日の本会議で報告願います。 

   委員会の会議場は、お手元に配付のとおりですので、よろしくお願いします。 

   日程第３、予算特別委員会の設置についてお諮りいたします。 

   ただいま議題となっております、第２３号議案から第３１号議案の９件は、内容も非

常に多岐にわたりますので、慎重審議を期するため予算特別委員会を設置し、これに付

託し、委員の定数は議長を除く１５名としたいと思います。 

   これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者多数） 

○議長（大嶽 弘君） 御異議なしと認めます。 

   よって、平成２６年度当初予算の９件は、議員１５名を予算特別委員に選任し、付託

することに決定しました。 

   ただいま設置された予算特別委員会は、委員会条例第９条の規定により委員長の互選

をお願いします。委員長の互選は、３月１２日午前９時より議場においてお願いします。 

   なお、委員長の互選に関する職務は、委員会条例第９条第２項の規定により、年長委

員である、１２番、内田 等君にお願いします。 

   審議結果は、３月２５日までに取りまとめ、来る３月２６日の本会議で報告願います。 

   以上をもって、本日の日程は終わりました。 

   本日は、これにて散会といたします。 

                             散会 午前１１時４６分 

○議長（大嶽 弘君） ここで、皆さんにお願い申し上げます。 

   本日は、東日本大震災から３周年を迎えます。ただいまから、震災により犠牲になら

れた方々に哀悼の意を表し、議場において１分間の黙祷をささげますので、御協力をお

願いします。 
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   皆様、御起立をお願いします。 

（全員起立） 

○議長（大嶽 弘君） 黙祷。 

（黙祷） 

○議長（大嶽 弘君） 黙祷を終わります。 

   御協力ありがとうございました。御着席ください。 

   本日は長時間、大変御苦労さまでございました。 
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